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第２回 日本の展望委員会 個人と国家分科会 議事録 

日時：２００８年１０月３０日（木）１５：００～１７：００ 

場所：日本学術会議 ５Ｃ（１）会議室 

出席者：広渡清吾、小谷汪之、白澤政和、鈴村興太郎、油井大三郎、水田祥代、長谷川慶

子、吉田克己 

欠席者：井上達夫、濱田政則、岡野八代、神野直彦 

 

議題 

１ 役員の選出 

 副委員長として小谷汪之、幹事として白澤政和および吉田克己を選任した。 

 

２ 報告と議論 

 以下の２本の話題提供を受けて、議論を行った。話題提供の内容については別紙のレジ

ュメおよび資料を参照されたい。 

 （１）鈴村興太郎「公共《善》・私的《善》・個人の《権利》」（レジュメ、資料） 

 （２）白澤政和「社会福祉領域での『新たな公共』議論と実践動向に関するメモ」（レ

ジュメ） 
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公共《善》・私的《善》・個人の《権利》 

 

鈴村興太郎 

第 21 期日本学術会議・第１部・会員 
 

2008 年 10 月 21 日 
 

1. ミルの原理とサミュエルソンの寓話 

  厚生経済学の進化過程を巡って、ポール・サミュエルソンをイ

ンタビューしたときのことである。会話の焦点が社会的《効率性》

の追求と個人の自由主義的《権利》の尊重に及んだとき、彼はこん

な寓話を持ち出した。 
  ロンドンの公園を若者がステッキを振り回して歩いていて、あ

わや通りすがりの老人を殴りそうになった。老人が、「君のステッキ

は公園を散歩する人々の迷惑になっている」とたしなめると、若者

は「ほっといてくれ、ここは自由な国じゃないか」と食って掛かっ

た。すかさず老人は、「お若い方、君の自由は私の鼻が始まるところ

で終わるのだよ」と諭したというのである。 
  周知のように、ジョン・スチュアート・ミルの『自由論』には、

個人の周囲には他人の干渉を許さない《保護領域》(protected sphere) 
があって、他の全ての人々の《福祉》(well-being) のためでさえ、こ

の保護領域を侵犯する行為は許されないと論じた箇所がある。サミ

ュエルソンの寓話は、有限な地球を共有する人々は、他人も自分と

同等な《権利》の主体であることを認識すべきこと、社会制度を設

計・運営する際には、共有資源を享受する《機会》が全ての人々に

平等に保障されるように配慮すべきことを、平易に伝えるためのも

のだった。 
 
参照：Suzumura, K., “An Interview with Paul Samuelson: Welfare Eco- 
nomics, ‘Old’ and ‘New’, and Social Choice Theory,” Social Choice and 
Welfare, Vol.25, 2005, pp. 327- 356.   
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2.《権利》に関する２つの分岐点 
帰結に対する《権利》versus 手続き的な《権利》 

⇔ 《帰結主義》versus《非帰結主義》 
法的《権利》versus 道徳的《権利》 

⇔《自然権》を巡る Jeremy Bentham versus Jean-Jacques Rousseau 
 
3. 社会的《効率性》の追求と個人の《権利》の保証との衝突 
（１）《権利》の内部的非整合性：ギバードのパラドックス 
セン＝ギバードの自由主義的権利：定義 
 
X: 社会的選択肢の集合。 

N := {1, 2, …, n}: 社会を構成する個人の集合。 
X0: 公共的な特性の集合。 

Xi : 個人 i ∈ N  の私的な特性の集合。 

x := (x0;x1,..., xi,..., xn ) ∈ X := Π i∈N Xi : 集合 X の典型的な要素。 
∀x ∈ X,∀i ∈ N : x−i = (x1,..., xi−1, xi+1,..., xn ) ∈ X−i :=Π j≠ iX j  

∀i ∈ N,∀yi ∈ Xi,∀x− i ∈ X−i : (yi;x− i) = (x0;x1,..., xi−1, yi, xi+1,..., xn ) 

 
∀i ∈ N,∀yi,zi ∈ Xi,∀x−i ∈ X− i : 

       (yi;x−i) fi (zi;x− i) ⇒ (yi;x− i) f (zi;x− i) 

 

ただし   f    = f (f1,f2,...,fn ) であり、 f は《アローの社会厚生関数》である。 

 

アラン・ギバードのパラドックス：個人の自由主義的権利の内部的

非整合性。図１を参照。 
 
（２）センのリベラル・パラドックス 
パレート原理： 
 
  ∀x, y ∈ X : [∀i ∈ N : x fi y]⇒ x f y  
 
ただし   f    = f (f1,f2,...,fn ) であり、 f は《アローの社会厚生関数》である。 
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アマルティア・センのリベラル・パラドックス：個人の自由主義的

権利の尊重の要請とパレート効率性の要請（パレート原理）との論

理的非整合性。図２を参照。 
 
（３）ゲーム形式の《権利》論と《権利》システムの選択 
センの《権利》概念に対する批判：反例による問題点の指摘 
  Ian と John は緑色 (G) と赤色 (R) のシャツを持っている。他

の事情を一定とすれば、実現可能な社会状態の集合は {(G, G), (R, 
G), (R, R), (G, R)} となる。Ian と John の選好順序は 
 
  Ian: (G, G), (R, R), (R, G), (G, R) 
   John: (G, R), (R, G), (G, G), (R, R) 
 
で与えられるものとする。そのとき、Ian にせよ John にせよ、自

分のシャツの色として G を選ぶか R を選ぶかを決定する際には、

相手のシャツの色がわからない以上、不確実性の下での選択問題に

直面せざるを得ない。この状況における合理的選択の基準として、

最も著名な《マキシミン原理》を採択するものとすれば、 
 
  Ian のマキシミン選択肢 ＝ R 
   John のマキシミン選択肢 ＝ G 
 
なので、この状況のマキシミン均衡は (R, G) となるが、これは Ian 
に賦与されたセン＝ギバードの自由主義的権利に対する侵害である

ことになる。だが、２人の個人によるマキシミン戦略の選択は、不

確実性の下での合理的選択の結果であるに過ぎず、だれの選択の自

由も侵害されてはいないと言うべきである。‖ 
 
参照：Gaertner, W., P. K. Pattanaik and K. Suzumura, “Individual Rights Revisited,” 
Economica, Vol.59, 1992, pp.161-177.  Reprinted in Rowley, C. K., ed., The Inter- 

national Library of Critical Writings in Economics, Vol.27, Social Justice and 

Classical Liberal Goals, Cheltenham, Glos.: Edward Elgar, 1993, pp.592-608. 
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（４）《権利》と《効率》の対立：大店法システムの問題点 
『大規模小売店鋪における小売業の事業活動の調整に関する法律』

（『大店法』：1974 年制定、1979 年に強化改正）。 
1990 年の《日米構造協議》に際して、日本の閉鎖的な経済構造の象

徴として名指された流通規制システムの法的な基礎。 
大規模店舗における小売業の事業活動を調整して、周辺の中小小売

業に適正な事業機会を確保するための仕組み。先行した百貨店法に

おける《参入規制》を《参入届出》に変更して、競争的市場機構の

論理に優先性を認めたことに一定の意義。 
実際の大規模店舗の出店調整手続きは、法の建前から極端にかけ離

れて、調整の長期化、制度の形骸化、規制の強化が進行したという

のが、大店法システムの運用実態。 
ローカル・ルールによる国の法的な枠組みの実質的な無効化。 
 
大店法システムの問題の本質 
  《地域商業権》（鶴田俊正）という《権利》の主張と、流通機構

の《効率性》の要請との不可避的な衝突。事実上の権利の法的・道

徳的根拠は不明確。 

 

参照：鈴村興太郎「適用除外・政府規制・行政指導」後藤晃・鈴村

興太郎（編）『日本の競争政策』東京大学出版会、1999 年、pp.383-434、
に所収。 
 
4.  Hard Cases: 第 20 期学術会議の対外的な意思表出の経験から 
（１）代理懐胎のケース 

  生殖補助医療はひとの誕生に関わるだけに、《権利》と《福祉》

に関わる重要な論点を数多く含んでいる。生殖補助医療のあり方を

考えることは、医学の進歩によって可能とされた医療技術をいかに

利用すべきか、あるいはその利用を自制すべき理由があるかについ

て考えることである。 
  この問題のさまざまな側面を包括的に理解するためには、医療

技術の真の姿を理解するのみならず、技術の適用がもたらす可能性
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がある深刻な事態を直視して、法律やルールはそのような事態にい

かに対処できるか、社会倫理、医療倫理の観点からはどのように考

えるべきかという問題にまで視野を拡大して、論理的に検討する必

要がある。 
  この問題はさらに、生殖医療技術の適用によって親となる幸福

を追求する《権利》と、代理懐胎によって生まれた子どもが自らの

出自を知る《権利》との間の対立の可能性を含んでいる。それだけ

に、単に親となる幸福から疎外されたひとが、先端技術の助けを借

りて幸福を追求する《権利》だけに焦点を合わせるのは明らかに片

手落ちである。なぜならば、親となる幸福を追求する《権利》を備

えたひとには、自らの選択によってその《権利》を行使するか、あ

るいはその行使を自制するかという《選択の自由》があるが、この

《権利》が行使された結果として誕生する子どもはーー芥川龍之介

の『河童』の世界ならいざ知らずーー生殖補助技術によって代理懐

胎する女性から誕生することに同意するか拒絶するかという《選択

の自由》を賦与されていないからである。 

  こうした特異な構造をもつ問題に対して、われわれはどのよう

な社会制度と《権利》配分の仕組みを設計すべきだろうか。 
 

（２）地球温暖化のケース 

現在我々が直面しているグローバルな環境問題には、ミルの個人的

自由の社会的限界の問題を越えて、さらに複雑な多くの側面がある。 
  第１に、地球温暖化問題の原因となる温暖化ガスの大量な排出

と蓄積の歴史は、少なくとも産業革命期にまで遡る。それだけに、

過去世代は温暖化ガスの蓄積に対する責任の一端を担うべきである

が、彼らはすでに歴史の彼方に姿を消していて、責任を分担させる

手段は殆ど無い。また、地球温暖化の影響が本当に深刻化するのは、

数十年先の将来世代に到ってからだと言われている。そうであれば、

温暖化の重大な影響を被る人々は未だ地球上に登場していない。そ

のため、温暖化の《被害者》が《加害者》に補償の支払いを請求す

るとか、《加害者》の選択に《被害者》が修正を要求するような機会

や手段は、殆ど無きに等しい。 
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  第２に、温暖化ガスを発生させる《加害者》と、その影響にさ

らされる《被害者》は、公害問題の場合のように峻別されてはいな

い。温暖化ガスは生産活動からのみ発生するわけではなく、消費活

動からも必然的に発生せざるを得ないからである。むしろ、地球上

の全ての人々が《加害者》であると同時に《被害者》でもある点に、

地球温暖化問題の本質がある。地球温暖化に対処する制度設計に際

しては、これらの基本的な事実を明確に意識して臨む必要がある。 
  第３に、地球温暖化問題のように長期にわたる環境問題には、

もうひとつの難問がつきまとっている。図３に示すように、特定の

将来時点で登場する世代は、現在からその時点に到る経路上の全世

代の選択次第で、異なる人格の持ち主となる。例えば、現在世代が

温暖化対策として自家用車の使用を放棄して、公共的交通機関の利

用にコミットする場合としない場合とでは、長期的には人々の社会

生活と人生設計に大きな差異が生じて、将来世代の人格と福祉の基

礎に顕著な相違が生まれることが予想される。将来世代の《可塑性》

(malleability) という問題を考慮するとき、将来世代に対する現在世

代の配慮を、将来世代の《権利》に対する現在世代の《義務》とし

て表現することは、論理的に不可能になってしまう。 

 

  これらの代表的な事例以外にも、ヒト由来試料の公共的な利用

を求める根拠など、研究の《効率》化 versus 個人の《権利》との

整合化を巡って、日本学術会議が科学的・学術的な見識を問われる

事例は多数にのぼっている。 



 7

図１：ギバードのパラドックス 

 

 

（w，ｒ）                                             （ｒ，ｒ） 

         

（w，w）                                            （ｒ，w） 

 

 

（w,w）P（R₁）（r,w）, (w,r)P（R₂）（w,w）,（r,r）P(R₁)（w,r） 

（r,w）P(R₂)(r,r) 
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図２：センのリベラル・パラドックス 

 

 

（w，ｒ）                                          （ｒ，ｒ） 

 

（w，w）                                        （ｒ，w） 

 

 

（w,r）P（R₁）（r,w）, (r,w)P（R₂）（r,r）,（r,r）P(R₁)（w,r） 

（w,r）P(R₂)(r,w) 
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図３：世代間の歴史的構造 

 

   過去        現在         将来 

   

    

                                   

 

 

 

 

  

t=0 

 

 

 

 

 

 

＊ 歴史の起点t = 0から現在に至る経路は、図中の太線のようにユニークに

決定されているが、現在から将来に至る経路は、現在世代と将来の各世代の

選択次第で、様々に分岐する。従って、現在世代は遠い将来に誕生する世代

の人格・特性を、正確には知り得ない立場にある。 
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社会福祉領域での「新たな公共」議論と実践動向に関するメモ 
                         白澤政和 
１ 社会福祉領域でいわれる「新たな公共」の意味（内容） 
○日本の社会福祉領域での公共の位置づけの現状 
公共とは「個々人の私的利益と社会の共同利益とを媒介するもの」 
現実の日本の「公共の福祉」や「公共事業」は社会の共同利益重視 
行政機構＝「公」を独占 国民・住民＝「私」 
→国・地方自治体と住民の関係を「公」「私」関係→主従の関係となり、「私」

は補充・補完の位置づけ 
 
○社会福祉領域での新たな「公共」の意味 
「公共性とは人間の「生」の営みにおける共同性を原点として、その共同関係

を普遍化したもの」（右田紀久恵）→「ともに生きる原理」を遂行すること 
私的利害の調整や生活課題の解決を住民が主体的に調整→市民的共同社会形成

を目指すこと 
こうした理念をまちづくりや地域のネットワークづくりに活用していく 
社会福祉領域では、実践的な領域であり、最終的に手法の開発が求められる 
 
２ 社会福祉領域で「新たな公共」が生まれてきた背景 
○現実的な背景 
私的努力で解決不可能な問題が多発化（例：限界集落での生活問題）→共同性

に基づく協働の必要性 
 
○理論的な背景 
施設中心の福祉から「地域福祉」の時代を迎える中で、福祉サービスのミック

ス論に対する内在的原理の必要性←公私共同の「安易さ」や「危なさ」 
 
○方法論からの背景 
個人的な生活課題支援から地域課題支援に移行→個人の自律支援から地域の自

立・自治（内発性）の支援が必要 
 
○制度論からの背景 
社会福祉サービスの提供が従来の措置制度から契約制度に移行することで、利

用者の自律や自己決定が核になる→住民の受動的立場から能動的立場への転換 
 
３ 社会福祉領域での「新たな公共」に向けての方法 



○地域の内発性を高めていく方法 
小地域活動のメリット、住民の参加、ストレングスの活用、エンパワメント支

援 
 
○専門職の力量を高める 
地域アセスメントに基づく計画的変革（planed change）、カンファレンス手法

の開発 
 
○プラットホーム事業の展開 
支援者・被支援者の拠点化と事業展開 
例示：地域包括支援センターの事業 
 
４ 社会福祉領域での「新たな公共」に向けての実践例 
○高齢化が進む新興住宅でのＮＰＯの活動 
コミュニテｨバスの循環経路から外れている。アップダウンがきつい地域。 
行政や買い物の移送サービス、食事サービス 
経費は、自治会からの補助金、利用者の負担、行政からの補助？ 
 
○限界集落でのＮＰＯの活動 
連携している都市住民が参加して、買い物等に移送サービス、小規模多機能型

施設の建設、役所の分室機能運営、 
 
○社会福祉協議会の新たな活動 
悪徳事業者への対応支援たフリーター支援といった 1 事例をベースに、地域全

体の課題を明らかにしていく、地域課題解決のために、団体のネットワーク化

や学習活動の実施 
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